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平成 15 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 14 年 11 月 18 日 

会 社 名 
コ ー ド 番 号 

オーデリック株式会社 
６８８９ 

（ＵＲＬ http://www.odelic.co.jp） 

登録銘柄 
本社所在都道府県 
東京都 

代 表 者 
 

問い合わせ先 
 

役 職 名 
氏 名 
責 任 者 役 職 名 
氏 名 

代 表 取 締 役 社 長 
伊 藤 雅 人 
取 締 役 経 営 本 部 長 
吉 友 高 俊 則 ＴＥＬ（０３）３３３２－１１１１ 

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成14年11月18日 中間配当制度の有無  有 
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有(１単元1,000株) 

 
 
１.14年9月中間期の業績（平成14年4月1日～平成14年9月30日） 
(1) 経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
1 4年 9月中間期 

百万円 
12,306 

％ 
（ △5.8） 

百万円 
395 

％ 
（  53.0） 

百万円 
381 

％ 
（  48.0） 

1 3年 9月中間期 13,070 （  △1.1） 258 （ △37.5） 258 （ △41.9） 

1 4 年 3 月 期 26,937  977  946  
 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １ 株 当 た り 中 間 
（ 当 期 ） 純   利   益 

 
1 4年 9月中間期 

百万円 
112 

％ 
（  9.9） 

円 
14 
銭 
98 

1 3年 9月中間期 102 （    ― ） 13 47 

1 4 年 3 月 期 202  26 57 

(注)①期中平均株式数  14年9月中間期 7,519,991株  13年9月中間期 7,611,000株  14年3月期 7,609,536株 
  ②会計処理の方法の変更    無 
  ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

 円 銭 円 銭 

1 4年 9月中間期 0 0 ―――――― 

13年 9月中間期 0 0 ―――――― 

1 4 年 3 月 期 ―――――― 17 50 

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 
1 4年 9月中間期 

百万円 
27,723 

百万円 
17,715 

％ 
63.9 

円 
2,403 

銭 
86 

1 3年 9月中間期 29,609 17,706 59.8 2,326 46 

1 4 年 3 月 期 28,418 17,859 62.8 2,346 53 

(注)①期末発行済株式数 14年9月中間期 7,611,000株 13年9月中間期 7,611,000株 14年3月期 7,611,000株 
  ②期末自己株式数  14年9月中間期  241,422株 13年9月中間期   1,225株 14年3月期   1,375株 
 
２.15年3月期の業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
期 末  

 
通 期 

百万円 
26,200 

百万円 
1,100 

百万円 
470 

円 
17 

銭 
50 

円 
17 
銭 
50 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）62 円 50 銭 

 
 ※ 業績の予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は、

今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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中 間 貸 借 対 照 表  
（単位：千円） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 
前 事 業 年 度 

要 約 貸 借 対 照 表 

平成14年９月30日現在 平成13年９月30日現在 平成14年３月31日現在 

期  別 

 

 科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

(資 産 の 部)  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産       

 1. 現金及び預金 4,237,845  3,642,861  3,988,884  

 2. 受取手形 1,627,183  2,295,094  2,128,953  

 3. 売掛金 3,653,989  3,785,862  4,324,434  

 4. たな卸資産 4,208,821  4,527,979  3,715,986  

 5. その他 495,090  455,224  535,114  

 6. 貸倒引当金 △30,210  △45,980  △48,640  

   流動資産合計 14,192,720 51.2 14,661,041 49.5 14,644,733 51.5 

Ⅱ 固 定 資 産       

 1. 有形固定資産       

  (1) 建物 5,619,835  5,831,303  5,736,319  

  (2) 土地 3,390,283  3,638,319  3,410,419  

  (3) その他 941,109  1,115,654  976,018  

   有形固定資産合計 9,951,228 35.9 10,585,277 35.7 10,122,757 35.6 

 2. 無形固定資産 1,144,651 4.1 1,441,931 4.9 1,119,515 4.0 

 3. 投資その他の資産       

  (1) 投資有価証券 774,724  972,608  831,367  

  (2) 会員権 259,700  365,550  360,200  

  (3) 差入敷金保証金 209,706  653,625  256,181  

  (4) その他 1,558,525  1,135,202  1,498,323  

  (5) 貸倒引当金 △367,749  △205,530  △414,395  

   投資その他の資産合計 2,434,908 8.8 2,921,456 9.9 2,531,678 8.9 

   固定資産合計 13,530,787 48.8 14,948,665 50.5 13,773,951 48.5 

   資産合計 27,723,508 100.0 29,609,706 100.0 28,418,684 100.0 
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（単位：千円） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 
前 事 業 年 度 

要 約 貸 借 対 照 表 

平成14年９月30日現在 平成13年９月30日現在 平成14年３月31日現在 

期  別 

 

 科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

(負 債 の 部)  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債       

 1. 支払手形 4,108,881  4,590,287  4,178,403  

 2. 買掛金 1,300,422  1,525,128  1,279,399  

 3. 短期借入金 ―  435,344  100,000  

 4. 一年内償還社債 250,000  ―  ―  

 5. 一年内返済予定 
   長期借入金 

285,680  636,090  366,330  

 6. 未払法人税等 226,895  138,540  155,944  

 7. 賞与引当金 325,859  339,805  319,373  

 8. その他 716,254  901,537  937,842  

流動負債合計 7,213,993 26.0 8,566,733 28.9 7,337,293 25.8 

Ⅱ 固定負債       

 1. 社債 500,000  750,000  750,000  

 2. 長期借入金 35,570  271,250  161,410  

 3. 退職給付引当金 1,895,304  1,989,538  1,949,621  

 4. その他 363,200  325,531  360,928  

   固定負債合計 2,794,074 10.1 3,336,320 11.3 3,221,959 11.4 

   負債合計 10,008,067 36.1 11,903,053 40.2 10,559,253 37.2 

（資 本 の 部）       

Ⅰ 資本金 3,105,500 11.2 3,105,500 10.5 3,105,500 10.9 

Ⅱ 資本剰余金 2,890,655 10.4 2,890,655 9.8 2,890,655 10.2 

   資本準備金 2,890,655  2,890,655  2,890,655  

Ⅲ 利益剰余金 11,855,297 42.8 11,791,136 39.8 11,890,816 41.8 

 1. 利益準備金 232,125  232,125  232,125  

 2. 任意積立金 11,049,056  11,070,928  11,070,928  

 3. 中間(当期)未処分利益 574,115  488,083  587,763  

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △901 △0.0 △80,639 △0.3 △26,771 △0.1 

Ⅴ 自己株式 △135,111 △0.5 ― ― △769 △0.0 

   資本合計 17,715,440 63.9 17,706,653 59.8 17,859,431 62.8 

   負債・資本合計 27,723,508 100.0 29,609,706 100.0 28,418,684 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 
（単位：千円） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 
前 事 業 年 度 

要 約 損 益 計 算 書 
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

 
自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 

期  別 

 

 科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％    ％ 

Ⅰ 売上高 12,306,761 100.0 13,070,381 100.0 26,937,471 100.0 

Ⅱ 売上原価 7,652,401 62.2 8,266,403 63.2 17,144,722 63.7 

   売上総利益 4,654,360 37.8 4,803,977 36.8 9,792,749 36.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,258,416 34.6 4,545,132 34.8 8,815,143 32.7 

   営業利益 395,944 3.2 258,845 2.0 977,605 3.6 

Ⅳ 営業外収益 37,815 0.3 49,671 0.4 56,330 0.2 

Ⅴ 営業外費用 51,925 0.4 50,503 0.4 87,570 0.3 

   経常利益 381,833 3.1 258,014 2.0 946,365 3.5 

Ⅵ 特別利益 1,911 0.0 29,217 0.2 24,999 0.1 

Ⅶ 特別損失 120,530 1.0 56,274 0.4 528,933 2.0 

  税引前中間(当期)純利益 263,214 2.1 230,956 1.8 442,431 1.6 

  法人税、住民税及び事業税 241,915 1.9 140,107 1.1 296,861 1.1 

  法人税等調整額 △91,350 △0.7 △11,666 △0.1 △56,624 △0.2 

  中間(当期)純利益 112,649 0.9 102,515 0.8 202,195 0.7 

  前期繰越利益 461,466  385,568  385,568  

  中間(当期)未処分利益 574,115  488,083  587,763  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
①子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
時価のあるもの････中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 
時価のないもの････移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 
製品、商品、原材料、仕掛品、貯蔵品は、先入先出法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
 建物(建物附属設備を除く)は定額法、建物以外については定率法を採用しております。 
ただし山形工場及び山形物流センターについては定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 
 定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 
 均等償却をしております。 

 

3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)に
よる定額法により、翌事業年度から費用処理しております。 
 

 

4. リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
5. ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについて特例処理の要件を満
たしている場合には特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ方針 
金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。な
お、投機的な取引は行わない方針であります。 

(3) ヘッジ手段とヘッジ対象 
当中間会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。 
 ヘッジ手段････金利スワップ 
 ヘッジ対象････借入金 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ
フロー変動の累計とを比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特
例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

6. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 消費税等の会計処理について 
  税抜方式によっております。 
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【追加情報】 
当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」(企業会計基準１号)を適用して
おります。これによる当中間期の損益に与える影響は軽微であります。 
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、
改正後の中間財務諸表等規則により作成しており、前年中間期、前事業年度についても改正後の区分表
示に組替えております。 

 

 

注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 

項     目 
当中間会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前中間会計期間末 

平成13年９月30日現在 

前事業年度末 

平成14年３月31日現在 

1. 有形固定資産の減価償 

  却累計額 

8,803,155千円 
 

8,514,406千円 
 

8,639,533千円 
 

2. 担保提供資産    

定 期 預 金 

建     物 

土     地 

計 
 

10,000千円 

2,452,660千円 

1,451,892千円 

3,914,552千円 
 

10,000千円 

2,537,171千円 

1,451,892千円 

3,999,063千円 
 

10,000千円 

2,506,153千円 

1,451,892千円 

3,968,045千円 
 

  上記に対応する債務    

一年内償還社債 

一年内返済予定 

長 期 借 入 金 

社     債 

長 期 借 入 金 

計 
 

250,000千円 

252,160千円 

 

500,000千円 

35,570千円 

1,037,730千円 
 

― 

524,310千円 

 

750,000千円 

227,730千円 

1,502,040千円 
 

― 

335,550千円 

 

750,000千円 

137,450千円 

1,223,000千円 
 

3. 保証債務  従業員の銀行借入に対す

る保証債務 

110,686千円 
 

 従業員の銀行借入に対す

る保証債務 

132,076千円 
 

 従業員の銀行借入に対す

る保証債務 

122,321千円 
 

4. 消費税等の取扱い  仮払消費税及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表

示しております。 

同   左 ――――― 

5. 中間会計期間末日満期 

  手形の処理 

―――――  中間会計期間末日満期手

形は、手形交換日をもって

決済処理をしております。

従って、当中間会計期間末

日は、金融機関の休日であ

ったため、次の中間期末日

満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

 受取手形 118,184千円 

 支払手形  2,294千円 

 期末日満期手形は、手形

交換日をもって決済処理を

しております。従って、当

期末日は、金融機関の休日

であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含ま

れております。 

 受取手形 147,184千円 

 支払手形  2,381千円 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 
項     目 自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日
 
自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 

1. 営業外収益の主要項目    
受取利息 

受取配当金 

受取賃貸料 
 

282千円 

11,557千円 

9,660千円 
 

801千円 

6,617千円 

6,203千円 
 

1,209千円 

8,319千円 

16,475千円 
 

2. 営業外費用の主要項目    

支払利息 
 

5,049千円 
 

14,775千円 
 

23,088千円 
 

3. 特別利益の主要項目    

貸倒引当金戻入 
 

― 
 

29,217千円 
 

24,999千円 
 

4. 特別損失の主要項目    

固定資産売却損 
 

 
 

 
 

 
 

 土地 
 

4,076千円 
 

― 
 

3,563千円 
 

固定資産除却損 

 建物 

 構築物 

 機械装置 

 車輌運搬具 

 工具器具備品 

計 

投資有価証券売却

損 

投資有価証券評価

損 

会員権売却損 

ゴルフ会員権評価

損 

（うち貸倒引当金繰入

額） 
 

 

6,194千円 

284千円 

21千円 

79千円 

1,925千円 

8,504千円 

323千円 

 

97,585千円 

 

2,900千円 

6,279千円 

 

( ― ) 

 
 

 

9,687千円 

356千円 

― 

― 

965千円 

11,009千円 

219千円 

 

38,745千円 

 

5,850千円 

450千円 

 

( ― ) 

 
 

 

15,090千円 

356千円 

110千円 

166千円 

4,221千円 

19,946千円 

12,852千円 

 

246,680千円 

 

5,850千円 

34,620千円 

 

(28,820千円) 

 
 

5. 減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 
 

251,399千円 

184千円 
 

264,714千円 

184千円 
 

535,703千円 

1,288千円 
 

6. 法人税、住民税及び事

業税並びに法人税等調

整額の計算 

 当中間会計期間に係る法

人税、住民税及び事業税並

びに法人税等調整額は、当

事業年度において予定して

いる利益処分による固定資

産圧縮積立金の取崩しを前

提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しており

ます。 

同   左 ――――― 
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（リース取引関係） 

 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 1. リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 1. リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 1. リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末 
残高 
相当額 

工具器具 
備品 

千円 
371,703 

千円 
205,937 

千円 
165,766 

車輌 
運搬具 

千円 
8,443 

千円 
4,925 

千円 
3,518 

 合計 
千円 
380,146 

千円 
210,862 

千円 
169,284 

 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末 
残高 
相当額 

機械装置 
千円 
6,243 

千円 
5,809 

千円 
433 

工具器具 
備品 

千円 
398,414 

千円 
162,253 

千円 
236,161 

車輌 
運搬具 

千円 
8,443 

千円 
2,814 

千円 
5,628 

 合計 
千円 
413,100 

千円 
170,877 

千円 
242,223 

 
 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

 (注)    同左 

 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

工具器具 
備品 

千円 
377,093 

千円 
181,474 

千円 
195,618 

車輌 
運搬具 

千円 
8,443 

千円 
3,869 

千円 
4,573 

 合計 
千円 
385,536 

千円 
185,344 

千円 
200,192 

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 2. 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 76,109千円 

１年超 93,174千円 

合計 169,284千円 
 

 2. 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 82,302千円 

１年超 159,921千円 

合計 242,223千円 
 

 2. 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 78,140千円 

１年超 122,051千円 

合計 200,192千円 
 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (注)    同左 

 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

 3. 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 42,380千円 
減価償却費 
相当額 

42,380千円 
 

 3. 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 42,947千円 
減価償却費 
相当額 

42,947千円 
 

 3. 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 84,978千円 
減価償却費 
相当額 

84,978千円 
 

 4. 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

 4. 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 4. 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 


